
１　総括１　総括１　総括１　総括

　(１)　人件費の状況（普通会計決算）　(１)　人件費の状況（普通会計決算）　(１)　人件費の状況（普通会計決算）　(１)　人件費の状況（普通会計決算）

　(２)　職員給与費の状況（普通会計決算）　(２)　職員給与費の状況（普通会計決算）　(２)　職員給与費の状況（普通会計決算）　(２)　職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は，平成26年4月1日現在の人数である。
      ３　類似団体とは，人口及び産業構造が類似している団体である。
      ４　給与費については，再任用職員（短時間）の給与費が含まれており，職員数には当該職員を含んでいない。

　(３)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(３)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(３)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　(３)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは，全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため，国の職員数
　　　　を用いて，学歴や経験年数の差による影響を補正し，国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として
　　　　計算した指数。
　　　２　類似団体平均とは，人口規模，産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　平成24年及び平成25年は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない
　　　　とした場合の値である。

6,184943 3,440,315 1,115,597 1,390,736 5,946,648 6,306

給与費 B/A 一人当たり給与費

平成26年度
人 千円 千円　　　　　千円 千円 千円 千円

区　分
職員数 給　　　　与　　　　費 （参考）一人当たり （参考） 類似団体平均

Ａ 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当

土浦市の給与・定員管理等について土浦市の給与・定員管理等について土浦市の給与・定員管理等について土浦市の給与・定員管理等について

区　分
住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（平成26年1月1日）　　　　　　Ａ

　　計　Ｂ

　　　　　　　　　　　％

145,532 53,944,104 1,120,970 9,422,471 17.5 18.1

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 平成25年度の人件費率

平成26年度
人　　　　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円　　　　　　％

96.0 96.0 96.0 96.0 

99.1 99.1 99.1 99.1 

98.8 98.8 98.8 98.8 

95.1 95.1 95.1 95.1 

98.7 98.7 98.7 98.7 

98.5 98.5 98.5 98.5 

95.4 95.4 95.4 95.4 

98.7 98.7 98.7 98.7 98.6 98.6 98.6 98.6 

94.9 94.9 94.9 94.9 

98.9 98.9 98.9 98.9 

98.7 98.7 98.7 98.7 

94.594.594.594.5

95.595.595.595.5

96.596.596.596.5

97.597.597.597.5

98.598.598.598.5

99.599.599.599.5

100.5100.5100.5100.5

土浦市土浦市土浦市土浦市 類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

H24H24H24H24

H27H27H27H27
H27H27H27H27

H25H25H25H25

H24H24H24H24

H24H24H24H24

H26H26H26H26

H25H25H25H25
H25H25H25H25

H27H27H27H27

H26H26H26H26 H26H26H26H26
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　(４)　給与制度の総合的見直しの実施状況について　(４)　給与制度の総合的見直しの実施状況について　(４)　給与制度の総合的見直しの実施状況について　(４)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的に見直しにおいては，俸給表水準の平均0.4％の引上げ，勤勉手当率の0.1月分の引上げ
　　　及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むこととされている。

　　　①　給料表の見直し　　［　　実施　　　未実施　　]　　　　①　給料表の見直し　　［　　実施　　　未実施　　]　　　　①　給料表の見直し　　［　　実施　　　未実施　　]　　　　①　給料表の見直し　　［　　実施　　　未実施　　]　

　　　　○　実施内容（平均引下げ率，実施時期，経過措置の有無等具体的な内容）

　　　　　　（給料表の改定実施時期）　
　　　　　　　　平成27年4月1日　　　　　　
　　　　　　（内　容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　一般行政職の給料表について，国の見直し内容を踏まえ，平均2％引下げ。
　　　　　　　　激変緩和のため，3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。　　　　　
　　　　　　　　　　他の給料表については，一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。　　　　　　　

　　　②地域手当の見直し　　　②地域手当の見直し　　　②地域手当の見直し　　　②地域手当の見直し

　　　　○　本市地域手当における支給割合については，国基準の改定が無いため見直しなし。

　　　③その他の見直し内容　　　③その他の見直し内容　　　③その他の見直し内容　　　③その他の見直し内容

　　　　○　なし

　　　

２　職員の平均給与月額，初任給等の状況２　職員の平均給与月額，初任給等の状況２　職員の平均給与月額，初任給等の状況２　職員の平均給与月額，初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）
※人事院勧告等による給与改定前

　　　　①一般行政職①一般行政職①一般行政職①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職②技能労務職②技能労務職②技能労務職

歳 人 円 円 円

うち管理員 歳 人 円 円 円

うち清掃職員 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

2,774,400 2.04

清掃職員 廃棄物処理業 44.9 289,500 1.33 5,961,100 3,952,300 1.51

管理員 用務員 54.6 200,300 1.80 5,655,900

C/D

区　　分

民　間 参　考

対応する民間
の類似職種 平均年齢

平均給与
月額（B)

A/B
年収ベース（試算値）の比較

公務員（C) 民間（D)

類似団体 49.7 56 327,399 374,353 355,622

369,308

国 50.2 2,994 289,141 － 328,318

48.1 8 286,250 385,300 330,800

茨 城 県 52.7 292 342,651 390,770

49.4 14 285,707 359,800 324,600

土 浦 市 49.7 45 286,029 364,524 326,300

区　　分

公　務　員

平均年齢 職員数
平均給料

月額
平均給与
月額（A)

平均給与月額
（国比較ベース）

国 43.5 334,283 － 408,996

類似団体 42.5 324,351 410,268 366,141

土 浦 市 41.9 307,097 418,713 371,200

茨 城 県 42.8 336,202 416,133 373,302

平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）
区　　分 平均年齢 平均給料月額
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※1　 民間データは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。
　　　（平成24年～平成26年の3ケ年平均）
　　　なお，賃金構造基本統計調査の対象者は，年齢，業務内容，雇用形態の点において，当市の技能労務職員の
　　給与データと完全に一致しているものではない。
　　　例えば，雇用形態については，賃金構造基本統計調査の対象に日々又は，1ケ月以内の期間を定めて雇用され
　　ている者のうち，1月に18日以上雇用された者等が含まれる。
　　　本市の技能労務職員の数値は，非常勤職員は含まない正規職員のみの状況である。
※2　 年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務員におい
　　ては前年度に支給された期末・勤勉手当，民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職③教育職③教育職③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④消防職④消防職④消防職④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　

（注）１　「平均給料月額」とは，平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外勤務手当などの　　　　　 
　　　　　全ての諸手当の額を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　
      　　　また，「平均給与月額（国比較ベース）」は，比較のため，国家公務員と同じベース（通勤，特殊勤務，時　 
　　　　　間外等勤務，宿日直，管理職員特別勤務手当を除いたもの）で算出している。　　　

　　　　

（2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）（2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 － －

円 － －

※人事院勧告等による給与改定前

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※人事院勧告等による給与改定前

高　校　卒 250,500
消　防　職

大　学　卒 271,150 365,700

348,000

378,600

375,350

402,800

399,043

216,300

技能労務職 高　校　卒 　　　　　-

区　　　　分 経験年数10年

一般行政職
大　学　卒 252,242

高　校　卒

経験年数20年

341,307

329,000

277,020

経験年数25年

369,154

331,840

302,700

経験年数30年

389,757

364,600

305,700

消　防　職
大　学　卒 206,800

高　校　卒 160,300

133,500

142,100 144,300 142,100

技能労務職
高　校　卒 139,500 141,900

中　学　卒 131,500

区　　　　　分 土　浦　市 茨　城　県 国

一般行政職
大　学　卒 187,700 177,600 174,200

高　校　卒

土 浦 市 39.6 312,600 424,400 376,800

類似団体 38.6 302,121 383,469 341,427

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

茨 城 県 45.0 376,908 427,556

類似団体 40.3 308,828 355,429

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

土 浦 市 40.3 286,200 333,400
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４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）

（注）１　土浦市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職務である。
      ３　再任用職員は含まない。

  

※　平成24年度に7級制から8級制に変更。（旧給料表の5級を職務内容により，5級と6級に区分し，旧6級以上を1級上位へ）

７　　級

1　市長の事務部局の参事の職務
2　議会の事務部局の参事の職務
3　教育委員会の事務部局の参事の職務
4　職務の複雑，困難及び責任の度が前３号と同程度の職務で市長の定め
るもの

15 2.7

８　　級

1　市長の事務部局の部長（市長公室長を含む。）の職務
2　議会の事務部局の長の職務
3　教育委員会の事務部局の部長の職務
4　選挙管理委員会の事務部局の書記長の職務

9 1.6

５　　級

1　市長の事務部局の副参事又は主任政策員の職務
2　議会の事務部局の副参事の職務
3　教育委員会の事務部局の副参事の職務
4　職務の複雑，困難及び責任の度が前３号と同程度の職務で市長の定め
るもの

36 6.6

６　　級

1　市長の事務部局の課長の職務
2　議会の事務部局の次長の職務
3　監査委員の事務部局の長の職務
4　教育委員会の事務部局の課長の職務
5　農業委員会の事務部局の長の職務
6　職務の複雑，困難及び責任の度が前各号と同程度の職務で市長の定め
るもの

29 5.3

３　　級
1　係長の職務
2　職務の複雑，困難及び責任の度が前号と同程度の職務で市長の定める
もの

101 18.5

４　　級

1　市長の事務部局の室長，課長補佐，主査又は政策員の職務
2　議会の事務部局の次長補佐又は主査の職務
3　監査委員の事務部局の局長補佐又は主査の職務
4　教育委員会の事務部局の室長，課長補佐又は主査の職務
5　選挙管理委員会の事務部局の書記次長の職務
6　農業委員会の事務部局の局長補佐又は主査の職務
7　職務の複雑，困難及び責任の度が前各号と同程度の職務で市長の定め
るもの

136 24.9

１　　級 2級から8級までに含まれない職員の職務 133 24.4

２　　級
1　主幹の職務
2　職務の複雑，困難及び責任の度が前号と同程度の職務で市長の定める
もの

87 15.9

区　　分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％）

1111級級級級 24.4%24.4%24.4%24.4% 1111級級級級 21.5%21.5%21.5%21.5%

1111級級級級7.5%7.5%7.5%7.5%

2222級級級級 15.9%15.9%15.9%15.9%
2222級級級級 15.6%15.6%15.6%15.6%

2222級級級級 16.3%16.3%16.3%16.3%

3333級級級級 18.5%18.5%18.5%18.5%
3333級級級級 18.3%18.3%18.3%18.3%

3333級級級級 28.3%28.3%28.3%28.3%

4444級級級級 24.9%24.9%24.9%24.9%
4444級級級級 27.0%27.0%27.0%27.0%

4444級級級級 27.3%27.3%27.3%27.3%

5555級級級級 6.6%6.6%6.6%6.6% 5555級級級級 7.6%7.6%7.6%7.6%
5555級級級級 17.4%17.4%17.4%17.4%

6666級級級級 5.3%5.3%5.3%5.3% 6666級級級級 5.0%5.0%5.0%5.0% 6666級級級級 1.5%1.5%1.5%1.5%7777級級級級 2.7%2.7%2.7%2.7%
7777級級級級 3.1%3.1%3.1%3.1%

7777級級級級

1.7%1.7%1.7%1.7%

8888級級級級

1.6%1.6%1.6%1.6%
8888級級級級

1.9%1.9%1.9%1.9%

0%0%0%0%

10%10%10%10%

20%20%20%20%

30%30%30%30%

40%40%40%40%

50%50%50%50%

60%60%60%60%

70%70%70%70%

80%80%80%80%

90%90%90%90%

100%100%100%100%

平成平成平成平成27272727年の構成比年の構成比年の構成比年の構成比 1111年前の構成比年前の構成比年前の構成比年前の構成比 5555年前の構成比年前の構成比年前の構成比年前の構成比
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況（2) 昇給への勤務成績の反映状況

◆　評定について 評定結果の昇給への反映について

4月～3月の評定を昇給結果へ反映している。

反映の割合については，概ね人事院規則に準ずる。

※　55歳以上の職員については，昇給幅を半減。

５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　　 5～20％ ・役職加算　 　5～20％

・管理職加算　0％≪制度なし≫ ・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（）内は再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

◆勤勉手当算出方法

勤勉手当＝（給料月額＋役職加算額＋地域手当）×期間率×成績率

　　役職加算額・・・（給料月額＋地域手当）×役職加算率

　　地域手当・・・給料月額×地域手当率

◆評定について

 4月～9月の評定結果を本年度12月期勤勉手当成績率に反映する。

10月～3月の評定結果を翌年度６月期勤勉手当成績率に反映する。

反映の割合については，人事院規則に準ずる。

（2) 退職手当（平成27年4月1日現在）（2) 退職手当（平成27年4月1日現在）（2) 退職手当（平成27年4月1日現在）（2) 退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例

なし 措置（3％～45％加算）

退職時特別昇給制度なし

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は，平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

49.59 49.59 49.59 49.59

19,921

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

土　　　　　浦　　　　　市 国

20.445 25.55625 20.445 25.55625

定年

1.45 0.70 1.45 0.70 1.45 0.70

2.60 1.50 2.60 1.50 2.60 1.50

土　　　　　浦　　　　　市 茨　　　　　城　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）
―

1,502 1,727

100%

8号給 6号給 4号給 2号給 なし昇給幅

8級の職員

S A B C D昇給区分

昇給幅

25%以内

20%以内

8号給 6号給 4号給 2号給 なし

1,2級の職員

3～7級の職員

評定結果の勤勉手当成績率への反映

成績区分 人員分布率 成績率

特に優秀 運用なし 0.950

0.940

0.880

0.745

0.665

0.510

0.285

0.185

0

優秀

良好

良好でない

特に良好でない

35％以内
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 (3) 地域手当（平成27年4月1日現在）(3) 地域手当（平成27年4月1日現在）(3) 地域手当（平成27年4月1日現在）(3) 地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

　　　　

 (4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）(4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

　円

　％

2

3

4

5

6

8

11

12

13

16

17

 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 534

支給実績（平成26年度決算） 261,523

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 478

支給実績（平成25年度決算） 289,505

災害業務手当 回 200 円

特別救助業務手当 回 200 円 特別救助隊員に限る。

15 救急業務手当
救急隊員 回 150 円

救急救命士 回 300 円

消防職給料表２級のもの 1当務 250 円

消防職給料表３級のもの 1当務 200 円

建築主事業務手当 月 5,000 円

14 機関業務手当

消防職給料表１級又は消防士長以上 1当務 300 円

機関員に限る。

感染症防疫作業手当 日 200 円

土木工事作業手当 月 3,000 円 道路補修事務所の職員に限る。

ごみ処理施設又はし尿処理施設の
職員が行う処理作業

月 5,000 円

ごみ処理施設及びし尿処理施設以
外の職員が行うごみの収集作業若
しくは処理作業又は便槽調査作業

日 300 円

10
ごみ・し尿処理手
当

ごみ処理施設又はし尿処理施設の
職員が行う収集作業

月 5,000 円

犬猫死体処理手当 回 200 円

事務 月 16,000 円

7
行旅死病人等取扱
手当

行旅病人の救護 回 500 円

行旅死亡人又は変死人の収容作業 回 5,000 円

9 斎場勤務手当

保育業務手当 月 3,000 円

心身障害児及び心身障害者指導業務手当 月 5,000 円
指導員及び保育士以外の職員は，
2,000円とする。

理学療法手当 月 5,000 円

作業療法手当 月 5,000 円

差押事務 件 200 円

福祉業務手当 月 5,000 円

手当の名称 支給区分 支給額 備　考

1
市税等徴収事務手
当

市税等の徴収事務 月 2,400 円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 49,046

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 34.7

手当の種類（手当数） 17

全域 10 934 10

支給実績（平成26年度決算） 15,891

支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 397,246

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（平成26年度決算） 371,028
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（6) その他の手当（平成27年4月1日現在）（6) その他の手当（平成27年4月1日現在）（6) その他の手当（平成27年4月1日現在）（6) その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

※　H22-　住宅新築に伴う，住居手当の支給を廃止する。

６　特別職の報酬等の状況（平成27年4月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成27年4月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成27年4月１日現在）６　特別職の報酬等の状況（平成27年4月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分 役職加算

月分 役職加算

　　（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×550/100 円

給料月額×在職年数×310/100 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は，減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「1期の手当額」は，4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき，1期（4年＝48月）勤めた   
　　　 場合における退職手当の見込額である。                                 

副 市 長 9,796,000 任期毎

備　　　　考

副 議 長 3.05 15%

議 員

退
職
手
当

市 区 町 村 長 14,907,200 任期毎

期
末
手
当

市 区 町 村 長 　　（平成26年度支給割合）

副 市 長 3.05 15%

議 長 　　（平成26年度支給割合）

議 員 467,000 620,000 355,000

報
　
酬

議 長 570,000 760,000 432,000

副 議 長 500,000 670,000 390,000

968,000

副 市 長 790,000 879,000 481,000

区 分 給　料　月　額　等

給
　
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 677,600 1,070,000 465,500

83,545

管理職員
特別勤務手当

管理職手当を支給され
ている職員が,臨時又
は緊急の必要等により
週休日又は休日に勤務
した場合に支給される
手当

同 2,736 千円 88,258

通勤手当

通勤のため,交通機関
等を利用してその運賃
等を負担することを常
例とする職員,自動車
等を使用することを常
例とする職員に支給さ
れる手当

異

自動車及
び原付自
転車通勤
者に対
し,800円
～2,000円
の加算

68,841 千円

281,296

宿日直手当
日直業務に従事したも
のに支給される手当

同 1,037 千円 4,200

住居手当

住宅を借り受け月額
12,000円を超える家賃
を支払っている職員に
支給される手当

同 45,570 千円

237,244

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員の職のうち市
規則で指定するものに
ついて支給される手当

同 172,300 千円 590,068

扶養手当
扶養親族を有する職員
に支給される手当

同 94,423 千円

支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（平成26年度決算）（平成26年度決算）

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
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７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況７　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数　 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（類似団体の人口1万人当たり職員数　 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（平成26年度は教育長を含む。）

　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）（2)年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

※　年齢別職員構成の状況の中には，教育長を含まない。

区　分

8 1,035121 112 93 101 84 1326 57 121 113 87

人 人 人 人 人 人

43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

23 1 業務強化による増

そ　の　他 43 46 3

[　1,198　］ [   0   ］

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳

人 人 人 人 人

71.12

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

合　　　　計 1,028 1,035 7 ＜参考＞

職員数
人 人

[　1,198　］

～ ～ 計～

52歳 56歳 60歳

63.75

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　  門

水　　　道 21 21 0

下　水　道

小　　　計 942 945 3 ＜参考＞

64.93

普
通
会
計
部
門

小　　　計 86 90 4

22

教育部門 110 110 0

消防部門 190 188 -2 業務の統廃合縮小による減

44.46

47.12

一
般
行
政
部
門

衛　　　生 79 77 -2 業務の統廃合縮小による減

計 642 647 5 ＜参考＞

土　　　木 94 96 2 業務強化による増

民　　　生 194 197 3 業務強化による増

農 林 水 産 29 30 1 農業公社への派遣

商　　　工 11 11 0

茨城租税債権管理機構への派遣終了

労　　　働 2 2 0

総　　　務 163 165 2 新庁舎移転による業務の増

議　　　会 9 9 0

税　　　務 61 60 -1

　　　　　　　区　分
　
　　部　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成26年 平成27年

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

構成比

5年前の構成比
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（3)職員数の推移（3)職員数の推移（3)職員数の推移（3)職員数の推移

(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算
　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は，平成26年4月1日現在の人数である。
      ３　団体平均とは，全国市の水道事業（簡易水道事業含む）職員の平均値である。

イ　 特記事項 なし

② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）② 職員の基本給，平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には，期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

１人当たり平均支給額（平成26年度） １人当たり平均支給額（平成26年度）

1,435 1,502

2.60 1.50 2.60 1.50

団　体　平　均 44.9 348,021 517,229

土浦市　（企業職） 土浦市　（一般行政職）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基　本　給 平均月収額

土浦市（企業職） 42.3 292,800 523,600

千円

21 78,725 21,265 22,059 122,049 5,812 6,219

　　計 Ｂ 　 　給与費  B/A 一人当たり給与費

平成26年度
人 千円　　　　　千円 千円 千円

4.1

区　　分
職員数 給　　　　与　　　　費 一人当たり 団体平均

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

平成26年度
　　千円 千円　 千円　 ％ ％

4,564,007 93,694 160,628 3.5

職員給与費比率 平成25年度の総費用に

Ａ  Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

区　　分
総費用

　純損益又は
　実質収支

職員給与費
総費用に占める

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
過去５年間の
増減数【率】

一般行政 636 625 640 641 642 647 11【 　1.7%】

教育 139 130 119 113 110 110 ▲29【▲20.9%】

消防 180 182 185 191 190 188     8【   4.4%】

普通会計計 955 937 944 945 942 945 ▲10【 ▲1.0%】

公営企業等会計計 85 87 87 87 86 90 5【   5.9%】

総　合　計 1,040 1,024 1,031 1,032 1,028 1,035 ▲ 5【▲ 0.5%】

※平成26年度までの職員数には教育長を含む。

年 度

部門別
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イ　退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

なし なし

退職時特別昇給制度なし 退職時特別昇給制度なし

ウ　地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

1

1

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には，休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

306,750

通勤手当

通勤のため,交通機関
等を利用してその運賃
等を負担することを常
例とする職員,自動車
等を使用することを常
例とする職員に支給さ
れる手当

同 1,160 千円 61,053

住居手当
住宅を借り受け月額
12,000円を超える家賃
を支払っている職員

同 1,227 千円

240,000

管理職手当

管理又は監督の地位に
ある職員の職のうち市
規則で指定するものに
ついて支給される手当

同 3,360 千円 480,000

扶養手当
扶養親族を有する職員
に支給される手当

同 2,400 千円

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 （平成26年度決算） 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 329

支給実績（平成25年度決算） 6,347

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 529

（平成26年度決算）

水道技術管理者手当 月 5,000 円 ※対象者1名のみ

支給実績（平成26年度決算） 4,612

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 57,620

手当の種類（手当数）

手当の名称 支給区分 支給額 備考

全域 10 21 10

支給実績（平成26年度決算） 58

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 402,286

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成26年度決算） 8,448

土浦市　（企業職） 土浦市　（一般行政職）

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59

定年

10


